
様式第１号（第６条関係）

令和　　年　　月　　日
島　根　県　知　事　　様
所　　在　　地
　　　　　　　　　　　　　　　法人（個人）名
　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　名　　　　　　　　　　　印

令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金交付申請書

　補助金交付を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
記

１　事業内容　　　　
２　県内居住開始日　令和　　年　　月　　日（法人事業者で対象者が複数人いる場合は、別紙で可）

３　交付申請額　　　金　　　　　円
４　経費の区分
	補助対象区分
	事業に要する経費（円）
	補助対象経費（円）
	　　備考（積算の根拠）
　※以下記載例

	⑴通信環境整備費
⑵通信費
⑶ｼｴｱｵﾌｨｽ使用料
⑷法人事業者の事業場への出張交通費

	
	
	積算内訳
工事費　　　円
登録料　　　円
その他　　　円
回線利用業者名　
月額回線利用料　　　円
利用ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ名　
月額ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ料　　　円
契約先事業者名　
月額使用料　　　　　円
出張業務内容　
経路、手段概要　



　　※補助対象経費は、各事業に要する経費(消費税及び地方消費税を除く。)に1/2を乗じた額の千円未満の端数を切り捨てた額。なお、上限の範囲内。
５　添付書類

　　（１）様式第1号の２の事業計画
（２）補助対象経費の算出根拠となる資料(契約書写し等)
　　（３）補助金の支払先口座情報が分かる資料
（４）その他知事が必要と認める資料
様式第１号の２（第６条関係）

令和　　年　　月　　日
島　根　県　知　事　　様
所　　在　　地

法人（個人）名
代　表　者　名　　　　　　　　印
令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金
の交付申請に係る事業計画
しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金交付を受けるにあたり、下記のとおり事業内容を説明します。
記

１　事業の概要
　（１）事業所（利用施設）の名称、所在地、施設概要（間取り、通信環境の概要）
　（２）テレワークによる業務の内容
　（３）本事業実施に当たり、併せて活用する県等の補助(支援)事業（複数ある場合は、それぞれ記載）
　　　・国/県/市町村/その他団体名
　　　・補助(支援)事業名

　　・事業内容（対象経費、補助（支援）額）
２　添付書類

　　（１）補助対象者の資格が確認できる資料
ア　法人事業者の場合　※企業服務担当から提出

・法人の概要が分かる書類
・法人定款、法人登記簿謄本
・該当労働者の現居住地、法人の現従事者であること（社会保険や異動辞令書写等）、転居後の県内
居住地や居住開始日（住居賃貸契約書等）、県内での業務内容（具体的なﾃﾚﾜｰｸの内容）
をそれぞれ証明する書類
　　　　・都道府県税及び国税の未納がないことを証明する書類

　　　　

　　　イ　個人事業者の場合
・開業等の届出書の写し（所管税務署の受付印のあるもの）
・現事業の概要が分かる書類
・確定申告の写し（所管税務署の受付印のあるもの）その他の都道府県税及び国税の未納がないこと
を証明する書類
・直近の所得証明又は今後の所得見込みを証明する書類
・現居住地が分かる書類(住民票等)
・転居後の県内居住地や居住開始日が分かる書類（住居賃貸契約書等）
・転居後のﾃﾚﾜｰｸ事業内容（業務受託契約書写等）が分かる書類

　　　　　
　（２）その他知事が必要と認める資料
様式第２号（第８条関係）

令和　　年　　月　　日
島　根　県　知　事　　様

所　　在　　地

　　　　　　　　　　　　　　　法人（個人）名
　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　名　　　　　　　　　　　印

令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金変更承認申請書

　令和　年　月　日付け　第　号で補助金の交付決定通知のあった事業について、以下のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
記

１　変更理由及び変更概要　
２　交付申請額の変更　　変更前　金　　　　円
　　　　　　　　　　　　変更後　金　　　　円

３　経費の区分
	補助対象区分
	事業に要する経費（円）
	補助対象経費（円）
	　　備考（積算の根拠）

	⑴通信環境整備費
⑵通信費
⑶ｼｴｱｵﾌｨｽ使用料
⑷法人事業者の事業場への出張交通費

	
	
	積算内訳
工事費
登録料

その他
回線利用業者名
月額回線利用料
利用ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ名
月額ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ料

契約先事業者名

月額使用料
出張業務内容
経路、手段概要




　　※変更部分が容易に比較できるように、上段に変更前を括弧書きし、下段に変更後を記載する二段書きとすること。
４　添付書類
（１）変更額の算出根拠となる資料（事業計画の変更内容が分かる資料含む）
　　（２）その他知事が必要と認める資料
様式第３号（第７条、第８条関係）

指令第　　　号
所　　在　　地

法人（個人）名
代　表　者　名　　様
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で申請のあった令和　年度しまねUIターンテレワーク支援事業費補助金については、下記のとおり（変更）交付を決定します。
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　　　　印

記

１　補助金の（変更後の）交付決定額は、金　　　　　　　円とする。（変更額：　　　　　円増（減））
２　経費の区分
	補助対象区分
	事業に要する経費（円）
	補助対象経費（円）
	　　(変更後)交付決定額（円）

	⑴通信環境整備費
⑵通信費
⑶ｼｴｱｵﾌｨｽ使用料
⑷法人事業者の事業場への
出張交通費

	
	
	


　　※変更交付決定の場合、上段に変更前を括弧書きし、下段に変更後を記載する二段書きとする。
３　補助金の交付条件は、以下のとおりとする。

　(1)　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、同施行令（昭和30年第255号）、島根県補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）及びしまねUIターンテレワーク支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に従わなければならない。

　(2)　交付された補助金は、申請どおり適切に執行しなければならない。

　(3)　要綱第８条各号に該当する変更を行うときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

　(4)　補助事業の遂行及び収支の状況について、知事の要求があった場合は、速やかに状況報告を知事に対して行わなければならない。
　(5)　その他知事が必要と認める事項
様式第４号（第９条関係）

令和　　年　　月　　日
島　根　県　知　事　　様

所　　在　　地

　　　　　　　　　　　　　　　法人（個人）名
　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　名　　　　　　　　　　　印

令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定した令和　年度しまねUIターンテレワーク支援事業について、事業実績を下記のとおり報告します。
併せて、実績額金　　　　　円の交付を請求します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記
１　交付決定額及び実績　交付決定額　金　　　　円
　　　　　　　　　　　　実績額　　　金　　　　円
２　経費の区分
	補助対象区分
	交付決定額（円）
	実績額（円）
	　　内訳

	⑴通信環境整備費
⑵通信費
⑶ｼｴｱｵﾌｨｽ使用料
⑷法人事業者の事業場への出張交通費

	
	
	工事費
登録料

その他
月額回線利用料
月額ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ料

月額使用料
出張業務内容
経路、手段概要




※実績額は、消費税及び地方消費税を除いた額で記載すること。
３　添付書類

　　（１）支払い実績の根拠となる領収書の写し等の資料

　　（２）その他知事が必要と認める資料
　　
　

様式第５号（第10条関係）

文書番号
令和　　年　　月　　日
所　　在　　地

法人（個人）名
代　表　者　名　　　　　　　　　様　　

島　根　県　知　事　　　　印
令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金の額の確定通知書

　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で実績報告のあった令和　　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業補助金の額を下記のとおり確定しました。

記

　　　補助金の確定額は、金　　　　　　円とする。

